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第３章 振  動 

 

3-1 建設機械の稼働による振動 

 

3-1-1 概  要 

 工事中における建設機械の稼働に起因する振動について検討を行った。 

 

3-1-2 調  査 

 現地調査により、現況の把握を行った。 

(1) 調査事項 

 環境振動 

(2) 調査方法 

 「JIS C 1510」の規格の振動レベル計を使用して、「JIS Z 8735」に定められた振動レベ

ル測定方法により連続測定を行い、振動レベルの 80％レンジの上端値（L10）を 1 時間毎に

算出した。 

(3) 調査場所 

 環境騒音と同じ前掲図 2-2-1（p.140）に示す 1 地点で調査を行った。 

(4) 調査期間 

 平成 24 年 11 月 14 日（水）6～22 時 

(5) 調査結果 

 調査結果は、表 2-3-1 に示すとおりである。（詳細は資料５－１（資料編 p.183）参照） 

 これによると、環境振動の振動レベル（L10）の平均値は、昼間で 43dB、夜間で 39dB、1

時間毎の数値の最大値は、昼間で 45dB、夜間で 40dB であった。 

 

表 2-3-1 環境振動調査結果 

単位：dB 

調査場所 用途地域
振動レベル（L10） 

昼 間 夜 間 

事業予定地周辺 工業地域
43 

（ 45 ） 

39 

（ 40 ） 

注)1:上段は各時間区分の上端値（L10）の平均値、下段（ ）内は

1 時間毎の数値の最大値を示す｡ 

注)2:昼間は 7～20 時、夜間は 6～7 時及び 20～22 時の調査結果で

ある。 

注)3:平成 26 年 3 月の都市計画の変更により、環境影響評価書作

成時の用途地域は商業地域である。 

 



- 184 - 

3-1-3 予  測 

(1) 予測事項 

 建設機械の稼働による振動レベル 

(2) 予測対象時期 

 工事計画の概要で示した工事工程表（前掲表 1-2-5（p.15）参照）より、1 期区域及び 2

期区域の各区域において、大型建設機械の稼働が予想される解体工事、土木工事及び建築

工事の 3 工種における施工期間で、建設機械による振動の影響がそれぞれ最大となる時期

（ケース）を対象に予測を行った。（資料１－３（資料編 p.14）参照） 

 予測ケースは、1 期区域及び 2 期区域ともに 2 ケースずつであり、各ケースにおける工

事内容は、表 2-3-2 に示すとおりである。 

表 2-3-2 予測対象時期 

区 域 予測ケース 工  事  内  容 

1期区域 Ⅰ 解 体 工 事（工事着工後 2 ヶ月目） 

 Ⅱ 土木・建築工事（  〃  11 ヶ月目） 

2期区域 Ⅰ 解 体 工 事（工事着工後 3 ヶ月目） 

 Ⅱ 土木・建築工事（  〃  13 ヶ月目） 

 

(3) 予測場所 

 事業予定地周辺とし、10ｍメッシュの格子点で予測を行った。予測範囲は事業予定地周

辺とするが、1 期区域施工中の 2 期区域予定地は施工区域外であり、現況と同じ施設利用

が続くため、予測範囲に含めた。 

(4) 予測方法 

 ① 予測手法 

 建設機械の稼働による振動の予測は、図 2-3-1 に示す手順で行った。 

 予測式は、振動伝搬理論式注）を用いた。（予測式の詳細は、資料５－２（資料編 p.184）

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-1 建設機械の稼働による振動の予測手順 

注）「建設作業振動対策マニュアル」（社団法人 日本建設機械化協会，平成 6 年） 

建設機械の配置

各機械の基準点における
振動のレベルの設定

各機械からの振動の予測

各機械からの振動の合成

予　　測　　値
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 ② 予測条件 

 ア 建設機械の配置 

 建設機械の配置は、作業の進行によって種々変化するが、予測時期に使用される主要機

械が同時に稼働しているものと考え、後述する予測結果の図（図 2-3-2）の上段に示すとおりに

設定した。 

 また、機械の振動源は地表面にあるものとみなして予測した。 

 なお、各ケースにおける主要な建設機械の稼働台数は、表 2-3-3 に示すとおりである。 

 イ 建設機械の基準点における振動レベル 

 建設機械の基準点における振動レベルは、表 2-3-3 に示すとおり設定した。 

 

表 2-3-3 主要な建設機械の基準点における振動レベル及び稼働台数 

 

 

 

 

 

 

注)1:図番号は、図 2-3-2 に対応する。 

  2:コンクリートポンプ車、トラッククレーンは、それぞれコンクリートミキサー車、クローラクレーンのデータ

を用いた。 

出典）*1「建設作業振動対策マニュアル」（社団法人 日本建設機械化協会，平成 6 年） 

   *2「建設騒音振動の予測評価手法に関する研究第 1 報」（建設省土木研究所，昭和 56 年） 

 

(5) 予測結果 

 建設機械の稼働による振動レベルの予測結果は、図 2-3-2 に示すとおりである。 

 また、敷地境界上における最大値は、表 2-3-4 に示すとおりである。 

 

表 2-3-4 建設機械の稼働による振動レベルの最大値 

単位：dB 

区 域 予測ケース 最大値（敷地境界上） 規制基準 

1期区域 Ⅰ 49 

75 
 Ⅱ 64 

2期区域 Ⅰ 59 

 Ⅱ 61 

注）規制基準とは、「振動規制法」及び「名古屋市環境保全条例」に

基づく特定建設作業に伴う振動の規制に関する基準値をいう。 

 

 

（dB） （ｍ） ケースⅠ ケースⅡ ケースⅠ ケースⅡ

① バックホウ 0.4～1.2ｍ3 56 7 3 17 2 7 *1

② 油圧破砕機 0.7～3.4ｍ3 53 7 1 － 7 － *1

③ パイルドライバ 100ｔ 57 7 － 15 － 5 *1

④ クローラクレーン 100ｔ 67 7 － 16 － 7 *1

⑤ コンクリートポンプ車 10ｔ 47 5 － 2 － 2 *2

⑥ コンクリートミキサー車 10ｔ 47 5 － 10 － 4 *2

⑦ ダンプトラック 10ｔ 67 7 2 3 5 4 *1

⑧ トラッククレーン 25～45ｔ 67 7 － 4 － 3 *1

出典
図
番
号

稼働台数（台）

建　設　機　械　名 規　　格
基準点における
振動レベル

振動源より
基準点までの距離 1期区域 2期区域
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図 2-3-2(1) 建設機械の稼働による振動レベルの予測結果（1 期区域ケースⅠ） 
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図 2-3-2(2) 建設機械の稼働による振動レベルの予測結果（1 期区域ケースⅡ） 
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図 2-3-2(3) 建設機械の稼働による振動レベルの予測結果（2 期区域ケースⅠ） 
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図 2-3-2(4) 建設機械の稼働による振動レベルの予測結果（2 期区域ケースⅡ） 
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3-1-4 環境の保全のための措置 

 本事業の実施にあたっては、以下に示す環境の保全のための措置を講ずる。 

・工事の際は作業区域を十分考慮し、建設機械を適切に配置する。 

・建設機械の使用に際しては、できる限り負荷を小さくするよう心がけるとともに、十

分な点検・整備により、性能の維持に努める。 

・各機械が同時に稼働する時間を合理的な範囲で短くするように、施工計画を立案する。 

・工事に際しては、可能な範囲で低振動型の建設機械を導入する。 

・工事の実施にあたっては、「振動規制法」及び「名古屋市環境保全条例」に基づく特

定建設作業に伴う振動の規制に関する基準値とは別に、事業予定地周辺の事務所等に

対しては、一般に人体が振動を感じ始める評価の目安の一つとして、閾値 55dB（資料

５－３（資料編 p.185）参照）にも注目する。 

・近隣施設等からの問い合わせに対する連絡の窓口を設け、適切に対応する。 

 

3-1-5 評  価 

 予測結果によると、建設機械の稼働による振動レベルは、最大値で 49～64dB である。 

 建設機械の稼働による振動レベルは、「振動規制法」及び「名古屋市環境保全条例」に基

づく特定建設作業に伴う振動の規制に関する基準値を下回る。 

 本事業の実施にあたっては、工事の際は作業区域を十分考慮し、建設機械を適切に配置

する等の環境の保全のための措置を講ずることにより、周辺の環境に及ぼす影響の低減に

努める。 
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3-2 工事関係車両の走行による振動 

 

3-2-1 概  要 

 工事中における工事関係車両の走行に起因する振動について検討を行った。 

 

3-2-2 調  査 

 既存資料及び現地調査により、現況の把握を行った。 

(1) 既存資料による調査 

 ① 調査事項 

 道路交通振動 

 ② 調査方法 

 以下に示す既存資料の収集によった。 

・「名古屋市の騒音 自動車騒音・振動編（平成 19 年度・平成 20 年度）」 

（名古屋市ホームページ） 

 ③ 調査結果 

 事業予定地周辺における道路交通振動の昼間の振動レベル（L10）は、表 2-3-5 に示すと

おりである。 

表 2-3-5 既存資料調査結果 

路 線 名 測定地点の住所 

昼間の 

振動レベル（L10）

（dB） 

交通量（台） 大型車

混入率

（％）
小型車 大型車 

市道金城埠頭線 港区野跡五丁目 53 88 78  47 

注)1:昼間は 7～20 時である。 

  2:振動レベルは、昼間 10 分間における値である。 

  3:交通量は、昼間 10 分間における台数である。 

 

(2) 現地調査 

 ① 調査事項 

 道路交通振動及び地盤卓越振動数 

 ② 調査場所 

 事業予定地周辺道路について、道路交通騒音と同じ前掲図 2-2-4（p.153）に示す 5 地点

で調査を行った。 
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 ③ 調査方法 

 道路交通振動については、「振動規制法施行規則」（昭和 51 年総理府令第 58 号）に基づ

き、「JIS C 1510」の規格の振動レベル計を使用して、「JIS Z 8735」に定められた振動レ

ベル測定方法により、調査時間内において、No.4 地点については連続測定注）、その他の地

点については毎正時から 10 分間測定し、振動レベルの 80％レンジの上端値（L10）を算出

した。なお、振動レベルの測定位置は道路端とした。 

 また、地盤卓越振動数については資料５－４（資料編 p.186）に示した。 

 ④ 調査期間 

 道路交通振動の調査期間は、道路交通騒音と同じ前掲表 2-2-9（p.154）に示す期間のう

ち、平日とした。 

 また、地盤卓越振動数は、資料５－４（資料編 p.186）に示した。 

 ⑤ 調査結果 

 調査結果は表 2-3-6 に示すとおりである。（道路交通振動の振動レベルの詳細は資料５－

５（資料編 p.187）、地盤卓越振動数の調査結果は資料５－４（資料編 p.186）参照） 

 これによると、道路交通振動の振動レベル（L10）の平均値は、昼間で 39～55dB、夜間で

32～47dB であった。また、1 時間毎の数値の最大値は、昼間で 43～59dB、夜間で 35～54dB

であり、「振動規制法」に基づく道路交通振動の限度（以下、「要請限度」という。）を下回

っていた。 

 

表 2-3-6 道路交通振動調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注)1:振動レベルについて、上段は上端値（L10）の各時間区分の平均値、下段（ ）

内は1時間毎の数値の最大値を示す。 

  2:昼間は7～20時、夜間は6～7時及び20～22時をいう。 

  4:平成26年3月の都市計画の変更により、環境影響評価書作成時の地点No.3～5

の用途地域は商業地域である。 

 

注）No.4 地点の平日については、毎正時から 10 分間に通過した交通量の合計が 200 台に満たず、連続

測定により等価騒音レベル（LAeq）を算出したことから、振動レベル（L10）についても騒音と同様に

連続測定により算出した。 

昼　　間 夜　　間 昼　間 夜　間

55 47

( 59 ) ( 54 )

47 40

( 51 ) ( 47 )

49 42

( 54 ) ( 43 )

39 32

( 43 ) ( 35 )

41 32

( 52 ) ( 35 )

1

地
点
№

近隣商業地域

第 一 種
住 居 地 域

工 業 地 域 6

2 70

2

65

4

工 業 地 域4

3 70 65

70 65

65 60

13.7

14.0

12.9

12.8

用途地域
車
線
数

要請限度（dB）振動レベル（L10）（dB） 地盤卓越
振 動 数
（Hz）

6

70 65 11.8工 業 地 域 65
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(3) まとめ 

 既存資料調査によると、事業予定地周辺における昼間の振動レベル（L10）は 53dB であ

る。 

 現地調査においては、昼間及び夜間ともに、要請限度を下回っていた。 

 

3-2-3 予  測 

(1) 予測事項 

 工事関係車両の走行による振動レベル（L10） 

(2) 予測対象時期 

 予測対象時期は、工事関係車両の走行による振動の影響が最大となる時期とし、1 期区

域は工事着工後 12 ヶ月目、2 期区域は工事着工後 14 ヶ月目とした。（資料１－４（資料編

p.19）参照） 

(3) 予測場所 

 予測場所は、第２章 2-2「工事関係車両の走行による騒音」と同じ 4断面とした（前掲図 2-2-5

（p.156）参照）。また、予測地点は道路端とした。 

(4) 予測方法 

 ① 予測手法 

 工事関係車両の走行による振動の予測は、旧建設省土木研究所の提案式もしくはモンテ

カルロ法により行った。 

 1 期区域については、予測対象時期である工事着工後 12 ヶ月目には、事業予定地近隣に

おいて、商業施設及び集約駐車場の建設工事が想定されることから、予測においては、商

業施設及び集約駐車場の工事関係車両、並びに国際展示場利用車両のアクセスルートの変

更も含めて検討を行った。 

2 期区域については、予測対象時期である工事着工後 14 ヶ月目には、1 期区域が供用さ

れているとともに、商業施設及び集約駐車場の供用が想定されることから、予測において

は、1 期区域供用に伴う新施設関連車両及び商業施設供用車両、並びに集約駐車場の供用

に伴う国際展示場利用車両及びリニア・鉄道館供用車両のアクセスルートの変更も含めて

検討を行った。 

ア 旧建設省土木研究所の提案式 

 工事関係車両の走行による振動の予測のうち、No.1 及び No.2 については、旧建設省土

木研究所の提案式注)により、図 2-3-3 に示す手順で行った。なお、この提案式に基づく計

算値と現況実測値には差がみられたことから、これらの差を現況実測値による補正値とし

て設定した。（予測式の詳細は、資料５－６（資料編 p.189）参照） 

 

注）「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（国土交通省、独立行政法人 土木研究所，平

成 25 年） 
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注）図中の記号（Ｑ*、V、M、σ、f、r、L10、L10’、αn）は、資料５－６（資料編 p.189）参照 

 

図 2-3-3 工事関係車両の走行による振動の予測手順（旧建設省土木研究所の提案式） 

 

 イ モンテカルロ法 

 工事関係車両の走行による振動の予測のうち、No.3 及び No.5 については、等価交通量

が 10 台/500 秒/車線未満の時間帯があり、前述の旧建設省土木研究所の提案式における適

用範囲のうち、「等価交通量：10～1,000 台/500 秒/車線」に該当しないことから、シミュ

レーション手法（モンテカルロ法注））により、図 2-3-4 に示す手順で行った。（予測条件の

詳細は、資料５－６（資料編 p.189）参照） 

 

 

 

 

 

 

注）「土木技術資料」（建設省土木研究所，昭和 53 年） 

予測条件の設定

Ｑ*，Ｖ，Ｍ，σ，ｆ，ｒ
（現況、背景及び工事中）

予測基準点における
振動レベルの算出

L10'

距離減衰の補正
L10＝L10'－αn

背景予測計算値
Ｃ

振動レベル現況実測値
Ａ

背景振動レベルの算出
Ａ＋（Ｃ－Ｂ）

工事中の振動レベルの算出
Ａ＋（Ｃ－Ｂ）＋（Ｄ－Ｃ）

工事中予測計算値
Ｄ

現況予測計算値
Ｂ
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図 2-3-4 工事関係車両の走行による振動の予測手順（モンテカルロ法） 

 

 ② 予測条件 

 ア 道路条件の設定 

 道路断面は、第２章 2-2「工事関係車両の走行による騒音」と同じとした。（資料４－７

（資料編 p.136）参照） 

 イ 交通条件の設定 

 (ｱ) 背景交通量 

 背景交通量は、第２章 2-2「工事関係車両の走行による騒音」と同じとした。（第２章 

2-2-3 (4) ② イ (ｱ) 「背景交通量」（p.162）及び資料４－１０（資料編 p.141）参照） 

 

 

現況交通量
車種混入率
（10分間値）

現況交通流発生
（10分間値）

現況振動レベル波形のモデル化

道路交通振動の振動レ 暗振動レベル
ベルの波形（車種別）

振動レベル波形
の合成（現 況）

現況再現性の確認

現況再現値算出

現況交通量
（１時間値）

現況交通流の発生
（１時間値）

振動レベル波形の
合成（現 況）

背景交通量
工事中交通量

（背景交通量+工事関係車両）

背景交通流の発生

振動レベル波形の
合成（背 景）

工事中交通流の発生

振動レベル波形の
合成（工事中）

工事中予測計算値算出
Ｄ

背景予測計算値算出
Ｃ

現況予測計算値算出
Ｂ

振動レベル現況実測値
Ａ

背景振動レベルの算出
Ａ＋（Ｃ－Ｂ）

工事中振動レベルの算出
Ａ＋（Ｃ－Ｂ）＋（Ｄ－Ｃ）

ｎｏ

ｙｅｓ



- 196 - 

 (ｲ) 工事関係車両の交通量 

 工事関係車両の交通量は、第２章 2-2「工事関係車両の走行による騒音」と同じとした。

（第２章 2-2-3 (4) ② イ (ｲ)「工事関係車両の交通量」（p.163）及び資料４－１０（資

料編 p.141）参照） 

 (ｳ) 走行速度 

 旧建設省土木研究所の提案式に用いた走行速度は、車種別に行った現地調査結果を全車

種として平均することにより、表 2-3-7 に示す数値を用いた。（資料３－９（資料編 p.112）

参照） 

 

表 2-3-7 走行速度（12 時間平均） 

単位：km/時 

予測断面 No.1 No.2 

走行速度 48 52 

 

 ウ 予測対象時間 

 振動の予測対象時間は、工事関係車両の走行時間帯である 7～19 時とした。 

 

エ 予測基準点の設定 

 旧建設省土木研究所の提案式における予測基準点は、最外側車線中心より 5ｍ地点とし

た。 
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(5) 予測結果 

 道路交通振動の振動レベルの予測結果は、表 2-3-8 に示すとおりである。（時間別の予測

結果は、資料５－７（資料編 p.196）参照） 

 

表 2-3-8 道路交通振動の振動レベルの予測結果 

【1 期区域】                              単位：dB 

予測断面 
現 況 

実測値 

背 景 

予測値 

工事中 

予測値 
増 加 分 要請限度 

No.1 50 ～ 59 51 ～ 59 51 ～ 59 0.0～0.4 70 以下 

No.2 44 ～ 51 44 ～ 52 45 ～ 53 0.0～0.8 65 以下 

No.3 42 ～ 54 43 ～ 54 44 ～ 55 0.0～0.5 
70 以下 

No.5 33 ～ 52 33 ～ 52 36 ～ 54 0.0～2.9 

 

【2 期区域】                              単位：dB 

予測断面 
現 況 

実測値 

背 景 

予測値 

工事中 

予測値 
増 加 分 要請限度 

No.1 50 ～ 59 51 ～ 59 51 ～ 59 0.0～0.3 70 以下 

No.2 44 ～ 51 45 ～ 52 45 ～ 52 0.0～0.8 65 以下 

No.3 42 ～ 54 42 ～ 54 43 ～ 55 0.0～1.1 
70 以下 

No.5 33 ～ 52 33 ～ 52 36 ～ 54 0.0～3.3 

注)1:上記の数値は、工事関係車両の走行時間帯（7～19 時）における最小値から最大値までを示した。 

  2:「増加分」には、背景予測値から工事中予測値への増加量を示した。 

  3:上記の数値は、道路端の予測値のうち増加分が多い方の数値を示す。 

  4:現況実測値は、両道路端とも同じ数値とした。 

  5:増加分は、数値レベルを示すために小数第 1 位まで表示した。また、同一時間における増加分を

示しているため、背景予測値と工事中予測値の最小値どうしや最大値どうしの差とは一致しない。

（資料５－７（資料編 p.196）参照） 

 

3-2-4 環境の保全のための措置 

 本事業の実施にあたっては、以下に示す環境の保全のための措置を講ずる。 

・土砂、資材等の搬出入については、積載量に応じた適正な車種の選定による運搬の効

率化を推進することにより、さらに工事関係車両の走行台数を減らすよう努める。 

・工事関係の通勤者には、できる限り公共交通機関の利用や自動車の相乗りを指導し、

通勤に使用する車両の走行台数を減らすよう努める。 

・関係機関や事業予定地近隣開発事業者との連絡・調整を適切に行い、環境負荷の低減

に努める。 
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3-2-5 評  価 

 予測結果によると、工事関係車両の走行による背景予測値からの増加分は、全予測地点

で 0.0～3.3dB であり、工事中の予測値は 36～59dB となる。 

 工事関係車両の走行による振動レベル（L10）は、要請限度を下回る。 

 本事業の実施にあたっては、土砂、資材等の搬出入の効率化により、さらに工事関係車

両の走行台数を減らす等の環境の保全のための措置を講ずることにより、周辺の環境に及

ぼす影響の低減に努める。 
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